
令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00473

事務事業名称 07項 目 03 整理番号款 01 事業 003 480情報教育の推進

連絡先 昨年度
現担当課名 庶務課 係名 学校ICT推進担当係 1608 478整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 既定事業

事業開始 平成 2年度 実行計画事業 目標05 施策 27 計画事業 03 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
庶務課 事業評価区分 一般

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 高度情報通信ネットワーク社会形成基本法、新たな情報根拠 （１）区立小・中・特別支援学校の児童・生徒及び教職員 通信技術戦略（平成22年）法令

等
学校におけるＩＣＴ環境の整備について（平成29年文部（２） 科学省）

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
教職員用パソコンの配備台数校務のＩＣＴ活用促進とともに、校内のＩＣＴ環境整備 指標名（１）

を進め、日常の授業改善、児童・生徒一人ひとりの課題
の解決に向けた個別対応、教員の校務負担の軽減を図る 指標説明
。

教育用パソコン1台当たりの児童・生徒数
指標名（２）

指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○教職員用の校務パソコンを配備し、校務システム

成果指標の維持管理を行う。
教職員用パソコンの配備台数○教育用ＩＣＴ機器（パソコン室タブレット端末、 指標名（１）

電子黒板機能付きプロジェクター、液晶電子黒板、
校務パソコンの配備台数教員用タブレット端末、学校図書館用パソコン、児 指標説明

童・生徒用タブレット端末）を配備し、教育用シス
テムの維持管理を行う。 児童・生徒用端末1台当たりの児童・生徒数指標名（２）○学校における情報セキュリティに関する対策を行
う。 児童・生徒の利用を専用としたタブレット端末１台当た指標説明

りの児童・生徒数

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
台活動指標（１） 1 100.02,164 2,283 2,283 2,315 2,315 2,393 97.0

人活動指標（２） 2 3.1 3.0 2.9 2.5 2.5 2.5 100.0

台成果指標（１） 3 2,164 2,283 2,283 2,315 2,315 2,393 100.0

人成果指標（２） 4 4.0 3.9 3.9 3.0 1.0 1.0 33.3

特記事項事業費 5 千円 1,093,1811,312,0281,304,7132,927,6502,839,3412,223,788

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0 0 0 0

（内）委託費 7 千円 153,705280,305280,216614,174570,527534,852

常勤職員数（再任用含） 8 人 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00 5.00職
員
上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 25,278 25,278 26,154 26,154 25,509 42,515
件
上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0費

総事業費 12 千円 1,118,4591,337,3061,330,8672,953,8042,864,8502,266,303
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 516,848585,767582,9471,275,9411,237,516947,055
((12-6)÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 821,880820,378 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 358,719358,719 0
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計 18 千円 0 0 0 1,180,5991,179,097 0
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 1,118,4591,337,3061,330,8671,773,2051,685,7532,266,303
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）

IP27PAA0



令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 480令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

368,768校務パソコン、サーバ等機器の賃貸借及び運用保守

1,606,649電子黒板システム、タブレット端末賃貸借及び運用保守、タブレット端末購入
主な取組

585,416コンピュータ室の機器賃貸借及び運用保守

196,470区立小・中学校、特別支援学校ネットワーク機器賃借及び運用保守

その他（図書館システム使用料、緊急メール配信システム運用 82,038）

　令和2年9月に小学校25校へ児童・生徒用タブレットパソコンを追加配備し、小学校は、3人に1台の
タブレットパソコンの配備を実行計画に基づき完了しました。さらに令和3年2月には、国の公立学校
情報機器整備費補助金を活用し、19,000台のタブレットパソコンを各校へ配備することにより、全児事業実績
童・生徒1人1台専用タブレットパソコンの配備を実現し、オンライン学習にも対応できる環境を整え
ました。

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）
　平成2年度に中学校11校にコンピュータ室を設置しました。平成19年度に学校図書館、電子黒板、
及び校務システムを整備し、平成26年度に全普通教室へ電子黒板の設置を完了し、平成29年度に校内事業開始当初から現在
無線ＬＡＮ環境の整備を終えました。令和元年12月に文部科学省は、新学習指導要領の下で学校・教までの環境の変化と
育委員会が情報教育に取り組むプログラミング教育の推進、各教科指導におけるＩＣＴの活用などを事業に対する意見（期
「教育の情報化に関する手引き」で示しました。令和3年2月に児童・生徒1人1台専用タブレットパソ待・要望・苦情など）
コンの配備を完了し、子どもたち一人ひとりの資質や能力が一層確実に育成できる環境を実現できま
した。

　令和2年度末に児童・生徒1人1台専用タブレットパソコンの配備を完了しましたが、約3万台の維持
管理経費が負担増となること、学校と家庭の双方で利用するデジタル教材や高速大容量の通信に対応

事業の今後（3～5年）
する環境を整備することなどの課題も生まれています。このため、1人1台のタブレットパソコンが快

の予測と方向性
適に利用できる通信ネットワーク基盤を設計構築することが求められています。

計画（目標値）に対す 　校務パソコンについては、常勤教員については、1人につき1台を実現しています。また、児童・生
る実績 徒用タブレットパソコンについても、令和2年度末に、1人につき1台を実現しました。
（指標の分析等）

評価と課題 　令和2年4月1日から新校務システムの本格運用を開始し、教職員の校務の負担軽減を図りました。
また、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う学校臨時休業中の学びの機会を保障するため、令和2年
度末に全児童・生徒1人1台専用タブレットパソコンを配備完了し、児童・生徒の学習活動の充実を図
ることができました。1人1台専用タブレットパソコンを安定的かつ効果的に運用できるよう通信ネッ
トワーク環境の整備に取り組んでいきます。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 拡充

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

　児童・生徒1人1台専用に配備したタブレットパソコンの更新が4年後に想定されており、約3万台の
タブレットパソコンを維持管理するための経費が毎年増大していることに加え、タブレットパソコン
の通信環境を検討することなど、さらなる予算増の要因が多くなります。

予算の方向性の理由・
内容
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令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00797

事務事業名称 07項 目 03 整理番号款 01 事業 013 488教職員の研修②

連絡先 昨年度
現担当課名 済美教育センター 係名 教育指導係 3311-0021 486整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 既定事業

事業開始 令和元年度 実行計画事業 目標05 施策 27 計画事業 03 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
済美教育センター 事業評価区分 一般

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第21条及び第根拠 （１）区立学校教員、教育関係者 45条法令

等
教育公務員特例法第21条及び第22条（２）

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
ＩＣＴを活用した研修等の実施回数○児童・生徒の主体的・対話的で深い学びの実現に向け 指標名（１）

、教員及び教育関係者が日常的にＩＣＴを効果的に活用
した指導力を身に付けられるよう、ＩＣＴを活用した模 指標説明
範授業の公開や研修などを実施する。

指標名（２）

指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○ＩＣＴの効果的な活用について、実践的な知識や

成果指標技術を学ぶための研修を実施する。
ＩＣＴ活用研修に対する参加・出席教職員の○前述の研修を実施するために、済美教育センター 指標名（１） 肯定率のＩＣＴ環境を整備する。
肯定率＝4段階評価で上位2位までの率(研修終了後のア指標説明
ンケートによる)

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
回活動指標（１） 1 106.710 12 15 16 20 99.5

活動指標（２） 2

％成果指標（１） 3 100 100 100 100 100 100.0

成果指標（２） 4

特記事項事業費 5 千円 3,241 1,021 1,989 1,979 1,986

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0 0 0

（内）委託費 7 千円 132 220 0 0 0

常勤職員数（再任用含） 8 人 0.10 0.10 0.10 0.20 0.20職
員
上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 843 872 872 1,701 1,701
件
上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0費

総事業費 12 千円 4,084 1,893 2,861 3,680 3,687
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 408,400157,750190,733230,000184,350
((12-6)÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0

特定財源計 18 千円 0 0 0 0 0
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 4,084 1,893 2,861 3,680 3,687
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）

IP27PAA0



令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 488令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

16 回 1,835ＩＣＴを活用した研修等の実施

主な取組

その他（研修用プログラミング教材購入 144）

　児童・生徒の「主体的・対話的で深い学び」の実現に向け、教員がＩＣＴを効果的に活用した指導
力を身に付けられるよう、済美教育センター内に整備したＩＣＴ環境を活用し、実践的な知識や技術
を学ぶ研修を実施しました。事業実績
　新型コロナウイルス感染症拡大による学校臨時休業を受け、オンライン・ホームルーム実施のため
の研修を、指導主事を講師に各校で行いました。

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）
　令和元年度に済美教育センター内に区立学校と同様のＩＣＴ環境を整備し、ＩＣＴを活用した研修
等を済美教育センターにおいて実施することが可能となりました。事業開始当初から現在
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のために、これまで済美教育センターで行っていた集合型研修までの環境の変化と
を、複数の会場からオンラインで受講ができるよう当該ＩＣＴ環境を活用しています。事業に対する意見（期
　また、「ＧＩＧＡスクール構想」の前倒しに対応するために、教員によるＩＣＴを活用した授業改待・要望・苦情など）
善につながる研修を行う必要があります。

　新学習指導要領の目指す「主体的・対話的で深い学び」の視点に立った授業改善に向けて、「学校
教育の情報化推進に関する法律」が施行され、「ＧＩＧＡスクール構想」「先端技術を活用した学び

事業の今後（3～5年）
」等の教育情報化施策が実施されています。

の予測と方向性
　そのため、教員一人ひとりが日常的にＩＣＴを活用した指導力を身に付けることができるよう、研
修内容や実施方法など充実を図っていく必要があります。

計画（目標値）に対す 　成果指標の(１)のとおり、参加者全員から高評価を得ました。次年度も引き続き、参加者が満足す
る実績 る研修を実施できるよう努めていきます。
（指標の分析等）

評価と課題 　新型コロナウイルス感染症が拡大する中でも規模等を縮小することなく、研修を実施できました。
そして、研修に対する肯定率は、100％と非常に高い結果を得ることができました。
　ＧＩＧＡスクール構想における児童・生徒一人一台端末環境を前提に、教員のＩＣＴ機器の操作や
学習支援ソフトの活用スキルの向上、児童・生徒の情報活用能力育成のための指導力養成、加えて情
報リテラシー及び情報モラル教育に関する指導力養成についての研修を実施します。また、新学
習指導要領で必修化されているプログラミング教育のため、プログラミング教材を活用した体験型
の研修も回数を増やして実施する必要があります。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 拡充

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 現状維持

　引き続き、済美教育センターに整備したＩＣＴ環境を活用し、教員がＩＣＴを活用した指導力を向
上するために必要となる基礎的・実践的な知識や技術を学び、情報教育の推進や授業改善を図ること
ができる研修を実施します。
　また、研修への参加を促進していくため、従来の集合型研修に加え、ＩＣＴ環境を活用したオンラ予算の方向性の理由・
インによる研修さらには、オンデマンド教材を用いた研修を実施します。内容 　研修の実施にあたっては、当センターのＩＣＴ環境の更なる活用のため、ＷＩ－ＦＩ環境等の充実
が必要です。

IP27PAA1



令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00487

事務事業名称 07項 目 03 整理番号款 01 事業 018 493学校図書館の充実

連絡先 昨年度
現担当課名 教育人事企画課 係名 教育人事係 1654 491整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 既定事業

事業開始 平成21年度 実行計画事業 目標05 施策 27 計画事業 02

令和 2年度
教育人事企画課 事業評価区分 一般

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 杉並区非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例根拠 （１）区立小・中学校の児童・生徒 法令

等
学校図書館法（２）

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
学校司書配置校数○学校司書を配置し、子どもたちが本と触れ合う機会と 指標名（１）

仕組みを整備し、学校図書館を「読書センター」「学習
センター」「情報センター」として機能させ、学校図書 指標説明
館を活用した教育活動を推進する。

指標名（２）

指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○学校図書館の運営体制の充実・強化を図り、学校

成果指標の経営力・教育力を高めていくため、区立小・中学
学校図書館の年間平均貸出冊数（児童・生徒校に学校司書を配置する。 指標名（１） 一人当たり）（小学校）○学校図書館の蔵書の充実を図る。
学校図書館の年間貸出冊数÷児童・生徒数○学校図書館を活用した教育活動の推進に向け支援 指標説明

を行う。
○学校司書の資質向上を図る。 学校図書館の年間平均貸出冊数（児童・生徒指標名（２） 一人当たり）（中学校）

学校図書館の年間貸出冊数÷児童・生徒数指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
校活動指標（１） 1 100.064 64 64 63 63 63 97.2

活動指標（２） 2

冊成果指標（１） 3 46.8 46.0 45.9 47.0 49.0 48.0 104.3

冊成果指標（２） 4 12.2 14.5 11.6 14.5 12.0 15.0 82.8

特記事項事業費 5 千円 4,295 4,706 4,162 13,994 13,598 3,082

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0 0 0 0

（内）委託費 7 千円 0 0 0 0 0 0

常勤職員数（再任用含） 8 人 2.40 2.40 2.84 2.40 2.79 2.40職
員
上記以外の職員 9 人 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 20,222 20,222 24,759 20,923 23,723 20,407
件
上記以外の職員 11 千円 3,089 3,089 3,080 3,080 3,628 0費

総事業費 12 千円 27,606 28,017 32,001 37,997 40,949 23,489
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 431,344437,766500,016603,127649,984372,841
((12-6)÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 10,000 0 0 0

特定財源計 18 千円 0 0 10,000 0 0 0
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 27,606 28,017 22,001 37,997 40,949 23,489
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）
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令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 493令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

65 施設 10,000区民寄附金を財源とする図書購入

6 校 3,295学校図書館活用実践校事業の実施
主な取組

64 人 189学校司書に対する旅費の支出

3 人 44学校司書研修講師謝礼の支出

その他（研究用図書の購入・学校図書館支援会計年度任用職員の旅費支出 70）

　引き続き区立小中学校全校に学校司書を配置し、学校図書館の蔵書の充実や館内整備を行うととも
に、読書活動の推進や授業での学校図書館活用の充実を図りました。学校図書館活用実践校（小学校
4校・中学校2校）では、校内で学校図書館利活用のための、管理職を含めた学校図書館運営の組織を事業実績
立ち上げ、学校全体での共通認識の下、情報活用能力の計画的な育成や児童生徒への読書推進の働き
かけを行いました。区民からの寄附金を財源とする図書購入では、各小中学校・特別支援学校でそれ
ぞれが必要な図書の購入に充て、学校図書館蔵書の充実に役立てることができました。

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）
　学校図書館の充実のため、平成21年度から段階的に学校司書を配置し、平成24年度からは小中学校
全校に配置しています。学校図書館サポートデスクでは支援を行い、学校図書館の整備・活動・活用事業開始当初から現在
を推進してきました。学校図書館の貸出冊数は、学校司書が配置される前と比べて、小学校は3倍近までの環境の変化と
く、中学校は6倍を超える伸びです。事業に対する意見（期
　蔵書については、毎年蔵書の更新(購入・廃棄・買い替え）を進めた結果、蔵書冊数の基準である待・要望・苦情など）
「学校図書館図書標準」以上の冊数を持つ学校は、令和2年度末には小学校では90%、中学校では96%
と増加しました。児童・生徒や保護者、また学校からも、学校司書の継続配置を求められており、学
校図書館の充実についても保護者や区民から期待と要望が寄せられています。

　学校図書館の3つの機能（児童・生徒の読書習慣を培う「読書センター」、児童・生徒の学習活動
を支える「学習センター」・「情報センター」）の充実・強化を図るため、今後も小中学校全校に学

事業の今後（3～5年）
校司書を配置し、その資質向上のための研修を継続的に実施します。司書教諭研修やその他の教員向

の予測と方向性
け研修では、学校図書館を活用した教育活動や様々な教科で利用が広がるよう働きかけを行います。
　また、学校図書館が紙の図書資料とICT端末を併用して学習できる環境となったことを生かし、児
童生徒の情報活用能力の育成の拠点となるよう、学校図書館サポートデスクによる支援を継続しなが
ら、学校図書館の活用を推進していきます。

計画（目標値）に対す 　年度当初の臨時休業期間はありましたが、学校図書館の１人当たり年間貸出冊数は、前年度実績を
る実績 上回ることができました。休業期間中に図書を貸し出す方法を工夫し貸出を行った学校もありました
（指標の分析等） 。学校再開後は図書や机等の消毒作業を行いながら、児童生徒の読書環境を守り、ほとんどの学校で

制限付きながらも開館を持続できました。コロナ禍で公共図書館が休館した状況を踏まえて、小学校
においては利用のなかった高学年も意識的に学校図書館で読書をする時間を設けたり、中学校では貸
出制限の緩和や図書委員会イベントを実施するなどの成果が貸出冊数の増加として表れました。また
、臨時休業が長期化する場合に備え、自校の蔵書検索が自宅等でもできる仕組みを整えました。

評価と課題 　学校司書の全校配置から10年が経過し、学校図書館の機能の充実が図られ、活発な読書活動や学校
図書館を利用した授業実践が充実してきました。令和2年度はコロナ禍ではありましたが、貸出冊数
は伸び、「学校図書館図書標準」を全校が達成するまでに小中学校であと５校を残すのみとなりまし
た。貸出冊数という量だけでなく、児童・生徒の読書の質の向上を図っていく必要があります。蔵書
においても、質的な向上と蔵書の授業での活用を図りつつ、図書標準達成に向けて進めていきます。
児童・生徒が1人１台端末を持つ中で、学校図書館が「学習センター」「情報センター」として、デ
ジタル情報と図書資料との併用を図り、情報活用能力の育成に関わって活動していくことも課題です
。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

　学校図書館を活用した教育活動の推進を図るため、これまでの成果を踏まえ、引き続き学校司書を
小中学校全校に配置し、学校図書館の機能を充実させていきます。学校図書館サポートデスクは、学
校図書館への訪問や学校司書研修をはじめとし、様々な研修や電話・メール等による相談を通じて、
学校図書館運営の校内組織の立ち上げや学校図書館年間指導計画の策定などを支援し、活動の質の向予算の方向性の理由・
上を目指します。学校図書館活用実践校を指定し、蔵書冊数に配慮しながら、学校図書館活用の計画内容 化と実践を進め、その取組を研修等で全学校に共有化します。社会情勢の変化にも適応して、学校図
書館において、ICT機器と図書資料を併用しながら、さらに「読書センター、学習センター、情報セ
ンター」機能を果たしていきます。
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令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00493

事務事業名称 07項 目 01 整理番号款 02 事業 002 500小学校の維持管理

連絡先 昨年度
現担当課名 学校整備課 係名 教育施設整備係 1682 499整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 既定事業

事業開始 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
学校整備課 事業評価区分 施設維持管理

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 学校教育法第5条根拠 （１）区立小学校・特別支援学校の児童・生徒及び施設設備 法令

等
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第23条（２）

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
区立小学校・特別支援学校数○機械警備等の保守管理を行い、学校施設の安全安心を 指標名（１）

確保する。
予算の算定根拠指標説明

機械警備実施校数
指標名（２）

予算の算定根拠指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○機械警備や昇降機等が導入されている小学校につ

成果指標いて、それらの設備の保守管理を実施する。
指標名（１）

指標説明

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
校活動指標（１） 1 100.041 41 42 41 41 41 94.1

校活動指標（２） 2 37 40 40 40 40 40 100.0

成果指標（１） 3

成果指標（２） 4

特記事項事業費 5 千円 101,631114,356108,537118,396111,354124,346

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0 0 0 0

（内）委託費 7 千円 70,579 83,363 77,547 85,425 78,487 91,017

常勤職員数（再任用含） 8 人 55.46 50.60 49.73 45.70 44.87 41.90職
員
上記以外の職員 9 人 5.10 5.80 0.00 0.00 0.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 411,418370,468378,686338,911330,732309,181
件
上記以外の職員 11 千円 15,754 17,916 0 0 0 0費

総事業費 12 千円 528,803502,740487,223457,307442,086433,527
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 12,897,63412,261,95111,600,54811,153,82910,782,58510,573,829
((12-6)÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計 18 千円 0 0 0 0 0 0
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 528,803502,740487,223457,307442,086433,527
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）

IP27PAA3



令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 500令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

39 校 22,494機械警備業務委託

9 校 14,654機械設備保守点検業務委託（全館空調校）
主な取組

12 校 14,394昇降機保守点検業務委託

40 校 9,304施設保全法定点検業務委託

その他（設備の保守委託 50,508）

　機械警備や機器の保守点検を実施し、学校施設の安全・安心の確保に努めました。また、令和3年3
月に「杉並区立学校施設整備計画（第2次改築計画）」を策定しました。

事業実績

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情など）

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

評価と課題 　学校警備職員の退職による機械警備化が進み、専門事業者への委託を推進しています。
　引き続き専門事業者による適切な保守管理を実施し、学校施設の安全安心を確保していきます。
　また、「杉並区立学校施設整備計画（第2次改築計画）」に基づき、老朽改築や長寿命化改修を進
め、学校施設の安全・安心で快適に過ごせる学習・生活空間の整備を図っていきます。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 現状維持

　施設の維持管理は、学校の安全安心の確保に重要であり、引き続き保守点検等を実施する必要があ
ります。

予算の方向性の理由・
内容
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令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00500

事務事業名称 07項 目 03 整理番号款 02 事業 001 505小学校の施設整備

連絡先 昨年度
現担当課名 営繕課 係名 営繕係 1564 505整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 投資事業

事業開始 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
営繕課 事業評価区分 一般

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 学校教育法第５条、地方自治法第180条の２根拠 （１）区立小学校の児童・教職員及び学校施設利用者 法令

等
杉並区工事施工規程、学校施設の計画保全に関する処理（２） 要領

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
改修工事実施校数　小学校の諸施設・設備について、適切に維持保全する 指標名（１）

とともに、教育環境の充実を図っていく。
指標説明

指標名（２）

指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
小学校の校舎屋上防水、便所及び照明設備などの改

成果指標修を計画的に実施する。
改修工事実施割合指標名（１）

実施校数÷計画校数指標説明

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
件　（活動指標（１） 1 100.016 13 13 11 11 13 79.3校）

活動指標（２） 2

％成果指標（１） 3 100 100 100 100 100 100 100.0

成果指標（２） 4

特記事項事業費 5 千円 493,613715,412697,227353,620280,522646,576
新型コロナウイルス感
染症対策の影響により（内）投資的経費等 6 千円 493,613715,412697,227353,620280,522646,576
、夏休みが短縮された
ため、工事内容につい（内）委託費 7 千円 492,730714,512696,343352,720279,720645,676
ても規模縮小を行わざ
る得ない状況により執常勤職員数（再任用含） 8 人 8.66 8.00 8.31 8.00 8.84 8.12職
行率が低下した。員

上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.25 0.00 0.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 72,969 65,012 69,873 67,212 72,974 66,888
件
上記以外の職員 11 千円 0 0 770 0 0 0費

総事業費 12 千円 566,582780,424767,870420,832353,496713,464
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 35,411,37560,032,61559,066,92338,257,45532,136,00054,881,846
(12÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 17,571 39,343 39,241 37,769 10,315 37,211

都からの補助金等 16 千円 18,818 25,219 25,976 24,435 14,991 30,614
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計 18 千円 36,389 64,562 65,217 62,204 25,306 67,825
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 530,193715,862702,653358,628328,190645,639
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）
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令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 505令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

38,170松庵小学校屋上防水改修工事

33,308杉並第七小学校西側便所改修工事
主な取組

29,139桃井第五小学校屋上防水改修工事

28,985松庵小学校プール改修工事

その他（高井戸第四小学校屋内運動場屋根改修工事ほか 150,920）

新型コロナウイルス感染症対策の影響により、予定していた工事を見送り減額補正を行い、さらに案
件によっては工事規模を縮小しながらではありましたが、学校における良好な教育環境の維持・向上
を図るため、校舎屋上防水工事、便所改修工事など、学校諸施設の整備工事を行いました。事業実績
今後も、学校の改築時期や施設の老朽状況・耐用年数を考慮しながら、計画的かつ効果的・効率的な
改修工事を実施します。

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）
（環境の変化）
　学校建物の老朽化が進む中、計画的に改築を行っていく必要がありますが、期間と経費がかかるこ事業開始当初から現在
とから、教育環境の維持保全を行う改修工事の重要性は大きくなっています。までの環境の変化と
（意見）事業に対する意見（期
　学校利用者からは、校舎の傷みや内装の汚れが目立つなどの指摘を受けております。また使い勝手待・要望・苦情など）
などの施設面においては、便所改修や校庭整地、バリアフリー化等を求められています。近隣住民か
らは、校庭の土埃対策や雨水対策などとともに、各工事における車両などの安全対策、騒音・振動対
策などが求められています。

今後、建物は築後50年を経過する校舎の増加が見込まれます。施設の機能や教育環境の維持・向上を
図るためには、計画的かつ効果的・効率的な改修を行っていくとともに、中長期を見据えた学校教育

事業の今後（3～5年）
施設の改修・改善に取り組む必要があります。

の予測と方向性

計画（目標値）に対す 　新型コロナウイルス感染症対策の影響により、予定していた工事を見送り減額補正を行い、さらに
る実績 案件によっては工事規模を縮小しながらではありましたが、学校諸施設の整備工事を履行することが
（指標の分析等） できました。これにより施設の機能や教育環境の維持・向上に寄与できました。

評価と課題 施設機能の維持保全や教育システムの変化等に対応するため、中長期を見据えた学校教育施設の改
修・改善に取り組み、良好な教育環境の維持・向上に努めました。また、教育的なニーズの変化や改
修・改築における費用対効果等を見据えて取り組んでいきます。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

施設・設備は経年劣化していくため、機能や教育環境の維持・向上を図るには、計画的に改修を行う
必要があります。また、建物の耐用年数を経過する校舎の増加が見込まれており、現地調査などによ
り建物の状態を把握することで、改築時期を見極めながら効率的な改修を行っていきます。今後も、
新しい学校づくりの検討状況及び杉並区立学校施設整備計画との調整を図りながら、改修計画を構築予算の方向性の理由・
していきます。内容

IP27PAA1



令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00503

事務事業名称 07項 目 03 整理番号款 02 事業 007 506小学校空調設備整備

連絡先 昨年度
現担当課名 学校整備課 係名 教育施設整備係 1682 506整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 投資事業

事業開始 平成22年度 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
学校整備課 事業評価区分 一般

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 学校教育法第5条根拠 （１）区立小学校の児童及び施設設備 法令

等
地方自治法第180条の2（２）

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
空調設備設置校数（特別教室）○教育環境改善のために教室及び屋内運動場に空調設備 指標名（１）

を整備する。
指標説明

空調設備整備設置校数（屋内運動場）
指標名（２）

指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○区立小学校の教室及び屋内運動場に空調設備を整

成果指標備する。
空調設備設置率指標名（１）

空調設備設置小学校数÷小学校数（H25・26・27理科室指標説明
、H28・29・30図工・家庭科室)
空調設備設置率指標名（２）

空調設備設置小学校数÷小学校数(Ｒ元・2・3屋内運動指標説明
場)

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
校活動指標（１） 1 0.013 0 0 0 0 0 85.6

校活動指標（２） 2 0 13 13 11 11 12 100.0

％成果指標（１） 3 100 0 0 0 0 0 0.0

％成果指標（２） 4 0 36 36 67 67 100 100.0

特記事項事業費 5 千円 100,173104,32396,962 52,092 44,594144,530
　空調設置工事の落札
率が８５％であったた（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0 0 0 0
め、予算執行残となっ
ています。（内）委託費 7 千円 100,173100,90395,286 33,887 27,799105,000

常勤職員数（再任用含） 8 人 0.24 0.40 0.47 0.60 0.64 0.60職
員
上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 2,022 3,370 4,097 4,387 4,651 4,383
件
上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0費

総事業費 12 千円 102,195107,693101,05956,479 49,245148,913
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 7,861,154 0 0 0 0 0
(12÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 12,239 0 0 5,303 0 20,491

都からの補助金等 16 千円 16,739 0 0 0 0 0
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 52,031 13,310 13,108 34,572

特定財源計 18 千円 28,978 0 52,031 18,613 13,108 55,063
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 73,217107,69349,028 37,866 36,137 93,850
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）

IP27PAA0



令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 506令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

1 校 27,799屋内運動場空調設備設置工事

19 校 16,795屋内運動場空調設備賃貸借（新規設置）
主な取組

6 校 0給食室空調設備設置工事

その他（ ）

　堀之内小学校の屋内運動場に空調設備を設置しました。
　また、杉並第六小学校ほか9校の屋内運動場に、賃貸借により、空調設備を整備しました。

事業実績

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）
　教育環境を改善し、学習効果を十分発揮できるように、平成22・23年度に普通教室に空調設備を設
置しました。更に学習環境を改善・充実させるため、平成26年度に理科室、平成28・29・30年度に家事業開始当初から現在
庭科室と図工室に空調設備を設置しました。までの環境の変化と
　また、令和元年度から屋内運動場への空調設備設置等整備を始めました。事業に対する意見（期

待・要望・苦情など）

　特別教室の空調設備整備は完了しましたが、少人数教室などにも、学習環境改善のため、空調設備
設置が求められることが予想されます。

事業の今後（3～5年）
　また、屋内運動場について、令和元年度から3年度までの3か年で整備を計画し、実施することによ

の予測と方向性
り、教育ビジョン2012推進計画の目的である、教育環境及び震災時の避難者の生活環境向上が達成さ
れます。

計画（目標値）に対す 　屋内運動場の空調設備整備について、計画どおり確実に目標を達成しており、令和3年度で整備完
る実績 了します。
（指標の分析等）

評価と課題 　普通教室と特別教室に空調設備を設置することにより、学習環境の改善を図りました。屋内運動場
については、改築計画中の学校を除き、令和3年度に小中学校全校への整備完了を予定しています。
　今後は、空調設備未設置の少人数教室等への整備について検討を進めます。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 現状維持

　小学校ＰＴＡ連合協議会等の要望に基づき、教育環境の均等化を図るため、空調設備未設置の教室
への整備を検討します。

予算の方向性の理由・
内容

IP27PAA1



令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00666

事務事業名称 07項 目 03 整理番号款 02 事業 009 507小中一貫校の施設整備（高円寺地区）

連絡先 昨年度
現担当課名 学校整備課 係名 教育施設計画係 1683 507整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 投資事業

事業開始 平成26年度 実行計画事業 目標05 施策 27 計画事業 01 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
学校整備課 事業評価区分 一般

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 地方自治法第180条の2根拠 （１）杉並第四小学校、杉並第八小学校及び高円寺中学校の児 法令童・生徒、教職員及び学校利用者

等
学校施設環境改善交付金交付要綱第3（２）

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
建設工事進捗率（平成29～令和元年度）○「高円寺地域における新しい学校づくり計画」に基づ 指標名（１）

き、杉並第四小学校、杉並第八小学校及び高円寺中学校
新校舎の建設工事は令和元年度に完了しました。の3校を統合し、現･高円寺中学校の校地を活用した施設 指標説明

一体型の小中一貫教育校を建設する。
環境整備工事進捗率（令和元～2年度）

指標名（２）

指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○平成25年度～令和元年度

成果指標　　　　　　　新しい学校づくり懇談会開催
○平成27年度　基本設計 指標名（１）
○平成27年度～28年度　実施設計
○平成28年度末～令和元年度　新校舎建設工事 指標説明
○令和2年4月　　　 　　 新校開校
○令和2年3月～8月　　　 環境整備工事 指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
％活動指標（１） 1 100.087 100 100 100 100 0 99.7

％活動指標（２） 2 0 10 4 100 100 0 100.0

成果指標（１） 3

成果指標（２） 4

特記事項事業費 5 千円 1,208,5691,984,0801,916,774211,626210,961 0

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0 0 0 0

（内）委託費 7 千円 1,145,5561,867,4501,803,096202,806202,555 0

常勤職員数（再任用含） 8 人 1.80 1.75 1.98 0.50 0.76 0.00職
員
上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 15,167 14,746 17,262 4,359 6,462 0
件
上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0費

総事業費 12 千円 1,223,7361,998,8261,934,036215,985217,423 0
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 14,065,93119,988,26019,340,3602,159,8502,174,230 0
(12÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 158,741 0 226,975 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 19,200 0

特定財源計 18 千円 158,741 0 226,975 0 19,200 0
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 1,064,9951,998,8261,707,061215,985198,223 0
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）

IP27PAA0



令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 507令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

202,548改築関係工事（環境整備工事、安全対策工事）

8,025初度調弁の支出
主な取組

その他（窓サッシ修繕等 388）

　令和2年8月に環境整備を含む全ての工事が完了しました。

事業実績

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）
　平成26年3月に高円寺地域における新しい学校づくり懇談会を設置し、保護者や学校関係者、地域
関係者の意見を伺いながら教育方針や校名、通学路の安全対策など具体的な検討を進めてきました。事業開始当初から現在
　また、開校に向けた取組や懇談会での意見等について教育委員会ホームページに掲載するとともにまでの環境の変化と
近隣住民や近隣の幼稚園、保育施設にニュース誌を配布して周知を図りました。事業に対する意見（期
　平成28年に東京都中高層建築物紛争の予防と調整に関する条例に基づく説明会及び工事説明会を開待・要望・苦情など）
催したところ、校舎の配置等について一部近隣住民から要望があり、設計変更を実施しました。
　また、抗議活動等に伴い工期を平成31年2月から同年7月へ延長するとともに、新校の開校時期も同
年4月から令和2年4月に変更しました。

　令和2年度の環境整備工事の完了に伴い、本事業は令和2年度をもって終了しました。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

計画（目標値）に対す 　工期を平成31年2月から令和元年7月へ延長し、建設工事は完了しました。環境整備工事は令和2年3
る実績 月に開始し、令和2年8月に完了しました。これにより事業計画が全て完了しました。
（指標の分析等）

評価と課題 　令和元年7月に新校舎が竣工し、新校舎での学校運営を開始した中学部に引き続き、令和2年4月か
らは、小学部及び特別支援学級の学校運営が始まりました。令和2年8月に環境整備工事が完了し、事
業計画が全て完了しました。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 その他・対象外

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 対象外

　令和2年度の環境整備工事の完了に伴い、本事業は令和2年度をもって終了しました。

予算の方向性の理由・
内容

IP27PAA1



令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00760

事務事業名称 07項 目 03 整理番号款 02 事業 013 509富士見丘小・中学校の改築

連絡先 昨年度
現担当課名 学校整備課 係名 教育施設計画係 1698 510整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 投資事業

事業開始 平成29年度 実行計画事業 目標05 施策 27 計画事業 01 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
学校整備課 事業評価区分 一般

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 学校教育法第5条根拠 （１）富士見丘小・中学校の児童生徒、教職員及び学校利用者 法令

等
自地方自治法第180条の2（２）

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
設計進捗率（平成30～令和2年度）　工事進「総合計画・実行計画」に基づき、平成28年度に取得し 指標名（１） 捗率（令和3年度～）た企業用地を活用して、富士見丘小学校を移転し隣接す
工事進捗率は富士見丘小学校・中学校全体の工事の進捗る富士見丘中学校との一体的整備を図ります。 指標説明 率
改築検討懇談会開催回数（累積）

指標名（２）

指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○平成30年度　　改築検討懇談会設置・運営

成果指標　　　　　　　　基本計画
○令和元年度　　改築検討懇談会運営 指標名（１）
　　　　　　　　基本設計
○令和2年度　　 実施設計 指標説明
○令和3年度～　 小学校新校舎建設工事
○令和5年度～　 中学校新校舎建設工事 指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
％活動指標（１） 1 100.010 30 30 100 100 10 99.9

回活動指標（２） 2 7 10 11 11 11 11 100.0

成果指標（１） 3

成果指標（２） 4

特記事項事業費 5 千円 5,350 71,484 60,4364,380,0494,377,2461,304,345
○平成28年度に用地会
計で取得した富士見丘（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0 0 0 0
小学校移転用地の再取
得費を計上したため事（内）委託費 7 千円 4,848 71,229 60,208 92,922 90,2551,303,501
業費の大幅な増となっ
ています。常勤職員数（再任用含） 8 人 1.34 1.15 1.24 0.75 0.68 1.27職

員
上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 11,291 9,690 10,810 6,539 5,782 10,799
件
上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0費

総事業費 12 千円 16,641 81,174 71,2464,386,5884,383,0281,315,144
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 1,664,1002,705,8002,374,86743,865,88043,830,280131,514,400
(12÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計 18 千円 0 0 0 0 0 0
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 16,641 81,174 71,2464,386,5884,383,0281,315,144
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）

IP27PAA0



令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 509令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

4,286,718富士見丘小学校移転用地購入（用地会計からの取得）

81,601富士見丘小学校外2施設改築等工事に伴う基本設計及び実施設計業務委託
主な取組

3,575富士見丘小学校移転用地における埋蔵文化財確認調査支援委託

2,255富士見丘小学校耐力度調査業務委託

その他（建設事務費等 3,097）

　令和元年度にとりまとめた基本設計に基づき、富士見丘小学校及び中学校の実施設計を完了しまし
た。また、校舎改築工事に先立ち、小学校移転用地の埋蔵文化財確認調査や、小学校現校舎の耐力度
調査を行いました。事業実績

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）
　改築基本計画の策定及び基本・実施設計の進捗に当たって、地域住民や保護者を対象とした説明会
の開催、改築かわら版の発行等を行ったことで、小学校の移転と中学校との一体的整備に係る学校・事業開始当初から現在
地域の方々の理解が進みつつあります。までの環境の変化と

事業に対する意見（期
待・要望・苦情など）

　富士見丘小学校、中学校とも、既存校舎が築50年程度となっており、改築基本計画等に則り、着実
に改築を進めていく必要があります。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

計画（目標値）に対す 　実行計画のとおり、令和元年度・2年度の2か年で基本設計及び実施設計を完了し、令和3年度から
る実績 小学校棟の建設工事に着手できる見込みです。
（指標の分析等）

評価と課題 　平成30年度に策定した改築基本計画を踏まえ、改築検討懇談会との意見交換を行うとともに、地域
住民を対象とした説明会を開催するなど、様々な意見を伺いながら、令和2年度までに設計をまとめ
ることができました。今後は建設工事に着手し、改築基本計画で定めた目指す学校像の実現に取り組
んでいきます。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 拡充

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

　令和2年度までに完了した設計に基づき、令和3年度から小学校棟の、また令和5年度から中学校棟
の建設工事を進めていきます。

予算の方向性の理由・
内容

IP27PAA1



令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00791

事務事業名称 07項 目 03 整理番号款 02 事業 014 510杉並第二小学校の改築

連絡先 昨年度
現担当課名 学校整備課 係名 教育施設計画係 1697 511整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 投資事業

事業開始 令和元年度 実行計画事業 目標05 施策 27 計画事業 01 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
学校整備課 事業評価区分 一般

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 学校教育法第5条根拠 （１）杉並第二小学校の児童、教職員及び学校関係者 法令

等
地方自治法第180条の2（２）

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
設計進捗率「総合計画・実行計画」に基づき、令和元年に築59年を 指標名（１）

迎えた杉並第二小学校の改築事業を図る。
改築に係る設計進捗状況（基本設計30％・実施設計70％指標説明 　）
改築検討懇談会開催回数（累積）

指標名（２）

指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○令和元年度　  改築検討懇談会設置・運営

成果指標　　　　　　　  基本設計
○令和2年度　　 実施設計 指標名（１）
　　　　　　  　仮設校舎建設
○令和3～5年度　新校舎建設工事 指標説明
○令和6～7年度　環境整備工事

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
%活動指標（１） 1 80.030 30 100 80 100 80.7

回活動指標（２） 2 9 9 9 9 9 100.0

成果指標（１） 3

成果指標（２） 4

特記事項事業費 5 千円 72,938 58,527126,193101,778991,509
予算執行率が80.7％
執行残の主な理由：埋（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0 0 0
蔵文化財調査の実施範
囲が狭くなったことに（内）委託費 7 千円 72,232 57,898124,961101,176940,364
伴う、校庭整地等工事
未執行による残等。常勤職員数（再任用含） 8 人 0.00 2.26 1.50 1.60 1.75職

員
上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 0 19,703 13,077 13,605 14,880
件
上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0費

総事業費 12 千円 72,938 78,230139,270115,3831,006,389
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 2,431,2672,607,6671,392,7001,442,28810,063,890
(12÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0

特定財源計 18 千円 0 0 0 0 0
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 72,938 78,230139,270115,3831,006,389
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）

IP27PAA0



令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 510令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

47,000実施設計業務委託

30,800埋蔵文化財発掘調査委託
主な取組

10,252外構撤去工事

7,241事前環境整備工事

その他（耐力度調査等 6,485）

　令和元年度にとりまとめた基本設計に続いて、実施設計を進めました。また、校舎改築工事に先立
ち、埋蔵文化財発掘調査や事前環境整備工事、校舎の耐力度調査、仮設校舎の建設等を行いました。

事業実績

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）
　計画発表当初は、改築対象となった経緯や仮設校舎の建設及び代替運動場の確保の不安など、計画
概要に対する質問を多く受けたところですが、改築検討懇談会における意見交換、懇談会ニュースの事業開始当初から現在
発行、説明会の開催などにより、改築事業について関係者に周知を図り、理解を深めてきました。こまでの環境の変化と
れらの取組により、現在は、工事中の教育環境や建設工事の進め方について、保護者や近隣住民の理事業に対する意見（期
解、協力が得られています。待・要望・苦情など）

　令和６年３月に新校舎が竣工する予定です。
　令和６年４月から仮設校舎及び既存北校舎・体育館の解体を始めます。令和６年から７年度にかけ

事業の今後（3～5年）
て実施する校庭・外構等の環境整備工事の完了をもって本改築事業は終了となります。

の予測と方向性

計画（目標値）に対す 　埋蔵文化財の発掘調査等に伴い、仮設校舎建設時期が遅れることとなりましたが、年度末までに景
る実績 観審議会や高さの許可の協議を終えました。引き続き実施設計の完了に向けて進め、新校舎の建設工
（指標の分析等） 事に着手します。

評価と課題 　埋蔵文化財の発掘調査、各種準備工事、仮設校舎建設工事などに当たっては、学校の行事予定や近
隣住民からの要望を汲み取りつつ、工程・工法の工夫に努めることで、児童の教育環境、近隣住民の
生活環境に可能な限り配慮を行いました。
　今後とも、保護者や近隣住民等に対する情報提供や要望把握を適時適切に行い、仮設校舎の建設工
事を引き続き行うとともに、プール・特別教室棟の解体工事、新校舎の建設工事を着実に進めていき
ます。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 拡充

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

実施設計を基に、校舎改築工事を着実に進めていきます。

予算の方向性の理由・
内容

IP27PAA1



令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00507

事務事業名称 07項 目 01 整理番号款 03 事業 002 512中学校の維持管理

連絡先 昨年度
現担当課名 学校整備課 係名 教育施設整備係 1682 513整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 既定事業

事業開始 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
学校整備課 事業評価区分 施設維持管理

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 学校教育法第5条根拠 （１）区立中学校の生徒及び施設設備 法令

等
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第23条（２）

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
区立中学校数○機械警備等の保守管理を行い、学校施設の安全安心を 指標名（１）

確保する。
予算の算定根拠指標説明

機械警備実施校数
指標名（２）

予算の算定根拠指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○機械警備や昇降機等が導入されている中学校につ

成果指標いて、それらの設備の保守管理を実施する。
指標名（１）

指標説明

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
校活動指標（１） 1 100.023 23 23 23 23 23 92.8

校活動指標（２） 2 22 22 22 22 22 22 100.0

成果指標（１） 3

成果指標（２） 4

特記事項事業費 5 千円 39,468 46,462 41,864 44,004 40,843 47,117

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0 0 0 0

（内）委託費 7 千円 39,445 46,435 41,840 43,691 40,637 47,090

常勤職員数（再任用含） 8 人 29.46 31.40 31.53 32.60 32.71 25.70職
員
上記以外の職員 9 人 3.60 3.60 0.00 0.00 0.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 200,326212,680220,019220,485223,777178,623
件
上記以外の職員 11 千円 11,120 11,120 0 0 0 0費

総事業費 12 千円 250,914270,262261,883264,489264,620225,740
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 10,909,30411,750,52211,386,21711,499,52211,505,2179,814,783
((12-6)÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計 18 千円 0 0 0 0 0 0
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 250,914270,262261,883264,489264,620225,740
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）

IP27PAA3



令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 512令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

22 校 14,837機械警備業務委託

4 校 6,421機械設備保守点検業務委託（全館空調校）
主な取組

10 校 9,932昇降機保守点検業務委託

22 校 5,980施設保全法定点検業務委託

その他（設備の保守委託 3,673）

　引き続き、機械警備や機器の保守点検を実施し、学校施設の安全安心の確保に努めました。また、
令和3年3月に「杉並区立学校施設整備計画（第2次改築計画）」を策定しました。

事業実績

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情など）

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

評価と課題 　学校警備職員の退職による機械警備化が進み、専門事業者への委託を推進しています。
　引き続き専門事業者による適切な保守管理を実施し、学校施設の安全・安心を確保していきます。
　また、「杉並区立学校施設整備計画」に基づき、老朽改築や長寿命化改修を進め、学校施設の安全
・安心で快適に過ごせる学習・生活空間の整備を図っていきます。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 現状維持

　施設の維持管理は、学校の安全安心の確保に重要であり、引き続き保守点検等を実施する必要があ
ります。

予算の方向性の理由・
内容

IP27PAA1



令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00513

事務事業名称 07項 目 03 整理番号款 03 事業 001 517中学校の施設整備

連絡先 昨年度
現担当課名 営繕課 係名 営繕係 1564 519整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 投資事業

事業開始 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
営繕課 事業評価区分 一般

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 学校教育法第5条、地方自治法第180条の2根拠 （１）区立中学校の生徒、教職員及び学校施設利用者 法令

等
杉並区工事施工規程、学校施設の計画保全に関する処理（２） 要領

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
改修工事実施校数　中学校の諸施設・設備について適切に維持保全すると 指標名（１）

ともに、教育環境の充実を図っていく。
指標説明

指標名（２）

指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
中学校の校舎外壁補修、便所及び照明設備などの改

成果指標修を計画的に実施する。
改修工事実施割合指標名（１）

実施校数÷計画校数指標説明

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
件（校活動指標（１） 1 100.07 8 8 9 9 5 95.0）

活動指標（２） 2

％成果指標（１） 3 100 100 100 100 100 100 100.0

成果指標（２） 4

特記事項事業費 5 千円 285,731353,305335,231395,216375,458199,585
新型コロナウイルス感
染症対策の影響により（内）投資的経費等 6 千円 285,731353,305335,231395,216375,458199,585
、夏休みが短縮された
ため、工事内容につい（内）委託費 7 千円 285,731353,305335,231395,216375,458199,585
ても規模縮小を行わざ
る得ない状況により執常勤職員数（再任用含） 8 人 4.27 3.90 4.04 3.90 4.31 3.96職
行率が低下した。員

上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.13 0.00 0.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 35,979 31,664 33,954 32,734 35,569 32,593
件
上記以外の職員 11 千円 0 0 400 0 0 0費

総事業費 12 千円 321,710384,969369,585427,950411,027232,178
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 45,958,57148,121,12546,198,12547,550,00045,669,66746,435,600
(12÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 1,048 20,926 18,999 36,526 34,237 2,967

都からの補助金等 16 千円 13,263 12,207 14,633 25,757 24,734 5,800
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計 18 千円 14,311 33,133 33,632 62,283 58,971 8,767
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 307,399351,836335,953365,667352,056223,411
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）

IP27PAA0



令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 517令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

108,900井荻中学校校舎外壁補修工事

82,731大宮中学校便所改修工事
主な取組

39,435井荻中学校屋内運動場屋根防水改修その他工事

39,380天沼中学校便所改修工事

その他（和田中学校受変電設備取替工事ほか 105,012）

新型コロナウイルス感染症対策の影響により、予定していた工事を見送り減額補正を行い、さらに案
件によっては工事規模を縮小しながらではありましたが、学校における良好な教育環境の維持・向上
を図るため、校舎外壁補修工事、便所改修工事など、学校諸施設の整備工事を行いました。事業実績
今後も、学校の改築時期や施設の老朽状況・耐用年数を考慮しながら、計画的かつ効果的・効率的な
改修工事を実施します。

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）
（環境の変化）
　学校建物の老朽化が進む中、計画的に改築を行っていく必要がありますが、期間と経費がかかるこ事業開始当初から現在
とから、教育環境の維持保全を行う改修工事の重要性は大きくなっています。までの環境の変化と
（意見）事業に対する意見（期
　学校利用者からは、校舎の傷みや内装の汚れが目立つなどの指摘を受けております。また使い勝手待・要望・苦情など）
などの施設面においては、便所改修や校庭整地、バリアフリー化等を求められています。近隣住民か
らは、校庭の土埃対策や雨水対策などとともに、各工事における車両などの安全対策、騒音・振動対
策などが求められています。

　今後、建物は築後50年を経過する校舎の増加が見込まれます。施設の機能や教育環境の維持・向上
を図るためには、計画的かつ効果的・効率的な改修を行っていくとともに、中長期を見据えた学校教

事業の今後（3～5年）
育施設の改修・改善に取り組む必要があります。

の予測と方向性

計画（目標値）に対す 　新型コロナウイルス感染症対策の影響により、予定していた工事を見送り減額補正を行い、さらに
る実績 案件によっては工事規模を縮小しながらではありましたが、学校諸施設の整備工事を履行することが
（指標の分析等） できました。これにより施設の機能や教育環境の維持・向上に寄与できました。

評価と課題 　施設機能の維持保全や教育システムの変化等に対応するため、中長期を見据えた学校教育施設の改
修・改善に取り組み、良好な教育環境の維持・向上に努めました。また、教育的なニーズの変化や改
修・改築における費用対効果等を見据えて取り組んでいきます。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

　施設・設備は経年劣化していくため、機能や教育環境の維持・向上を図るには、計画的に改修を行
う必要があります。また、建物の耐用年数を経過する校舎の増加が見込まれており、現地調査などに
より建物の状態を把握することで、改築時期を見極めながら効率的な改修を行っていきます。今後も
、新しい学校づくりの検討状況及び杉並区立学校施設整備計画との調整を図りながら、改修計画を構予算の方向性の理由・
築していきます。内容

IP27PAA1



令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00668

事務事業名称 07項 目 03 整理番号款 03 事業 005 518中学校空調設備整備

連絡先 昨年度
現担当課名 学校整備課 係名 教育施設整備係 1682 520整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 投資事業

事業開始 平成22年度 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
学校整備課 事業評価区分 一般

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 学校教育法第5条根拠 （１）区立中学校の生徒及び施設設備 法令

等
地方自治法第180条の2（２）

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
空調設備設置校数（特別教室）○教育環境改善のために教室及び屋内運動場に空調設備 指標名（１）

を整備する。
指標説明

空調設備設置校数（屋内運動場）
指標名（２）

指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○区立中学校の教室及び屋内運動場に空調設備を整

成果指標備する。
空調設備設置率指標名（１）

空調設備設置中学校数÷中学校数(Ｈ26・27理科室、Ｈ2指標説明
8～30家庭科室、Ｒ元・2美術・技術科室)
空調設備設置率指標名（２）

空調設備設置中学校数÷中学校数（Ｒ元・2・3屋内運動指標説明
場)

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
校活動指標（１） 1 100.05 16 16 16 16 0 90.0

校活動指標（２） 2 0 6 6 9 9 6 100.0

％成果指標（１） 3 66 79 79 100 100 0 100.0

％成果指標（２） 4 0 29 29 71 71 100 100.0

特記事項事業費 5 千円 36,509179,508172,203297,013267,16454,096

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0 0 0 0

（内）委託費 7 千円 36,509177,368171,415288,506259,13034,000

常勤職員数（再任用含） 8 人 0.24 0.40 0.47 0.60 0.65 0.60職
員
上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 2,022 3,370 4,097 4,387 4,736 4,383
件
上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0費

総事業費 12 千円 38,531182,878176,300301,400271,90058,479
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 7,706,20011,429,87511,018,75018,837,50016,993,750 0
(12÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 6,648 0 0 44,325 25,292 9,753

都からの補助金等 16 千円 6,271 0 14,530 50,299 36,019 0
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 50,652 45,811 50,455 5,874

特定財源計 18 千円 12,919 0 65,182140,435111,76615,627
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 25,612182,878111,118160,965160,13442,852
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）

IP27PAA0



令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 518令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

16 校 149,229技術室空調設備整備工事

4 校 109,902屋内運動場空調設備設置工事
主な取組

8 校 8,033屋内運動場空調設備賃貸借

その他（ ）

　高南中学校ほか15校の技術室、杉森中学校ほか3校の屋内運動場に空調設備を設置しました。
　また、東原中学校ほか4校の屋内運動場に、賃貸借により、空調設備を整備しました。

事業実績

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）
　教育環境を改善し、学習効果を十分発揮できるように、平成22・23年度に普通教室に空調設備を設
置しました。更に学習環境を改善・充実させるため、平成26・27年度に理科室、平成28・29・30年度事業開始当初から現在
に家庭科室、令和元年度には美術室に設置しました。までの環境の変化と
　また、令和元年度から屋内運動場への空調設備設置等整備を始めました。事業に対する意見（期

待・要望・苦情など）

　特別教室については、令和2年度に整備した技術室への設置で完了しますが、学習室等にも学習環
境改善のため、整備が求められることが予想されます。

事業の今後（3～5年）
　また、屋内運動場について、令和元年度から3年度までの3か年で整備を計画し、実施することによ

の予測と方向性
り、教育ビジョン2012推進計画の目的である教育環境及び震災時の避難者の生活環境向上が達成され
ます。

計画（目標値）に対す 　特別教室及び屋内運動場の空調設備整備について、計画どおり確実に目標を達成しており、令和3
る実績 年度で整備完了します。
（指標の分析等）

評価と課題 　普通教室と特別教室に空調設備を設置することにより、学習環境の改善を図りました。特別教室に
ついては、技術室に設置したことにより整備が完了しました。屋内運動場については、改築計画中の
学校を除き、令和3年度に小中学校全校への整備完了を予定しています。
　今後は、空調設備未設置の少人数教室や学習室への整備について検討を進めます。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 現状維持

　中学校ＰＴＡ協議会等の要望に基づき、教育環境の均等化を図るため、空調設備未設置の教室への
整備を検討します。

予算の方向性の理由・
内容

IP27PAA1



令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00669

事務事業名称 07項 目 03 整理番号款 03 事業 007 519小中一貫校の施設整備（高円寺地区）

連絡先 昨年度
現担当課名 学校整備課 係名 教育施設計画係 1684 521整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 投資事業

事業開始 平成26年度 実行計画事業 目標05 施策 27 計画事業 01 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
学校整備課 事業評価区分 一般

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 地方自治法第180条の2根拠 （１）杉並第四小学校、杉並第八小学校及び高円寺中学校の児 法令童・生徒、教職員及び学校利用者

等
学校施設環境改善交付金交付要綱第3（２）

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
建設工事進捗率（平成29～令和元年度）○「高円寺地域における新しい学校づくり計画」に基づ 指標名（１）

き、杉並第四小学校、杉並第八小学校及び高円寺中学校
新校舎の建設工事は令和元年度に完了しました。の3校を統合し、現高円寺中学校の校地を活用した施設 指標説明

一体型の小中一貫教育校を設置する。
環境整備工事進捗率（令和元～2年度）

指標名（２）

指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○平成25年度～令和元年度

成果指標　　　　　　　新しい学校づくり懇談会開催
○平成27年度　基本設計 指標名（１）
○平成27年度～28年度　実施設計
○平成28年度末～令和元年度　新校舎建設工事 指標説明
○令和2年4月　　　 　　 新校開校
○令和2年3月～8月　　　 環境整備工事 指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
％活動指標（１） 1 100.087 100 100 100 100 0 99.7

％活動指標（２） 2 0 10 4 100 100 0 100.0

成果指標（１） 3

成果指標（２） 4

特記事項事業費 5 千円 1,220,2212,139,4862,050,100201,314200,789 0

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0 0 0 0

（内）委託費 7 千円 1,146,6762,069,0071,983,032199,070198,753 0

常勤職員数（再任用含） 8 人 1.80 1.75 1.98 0.50 0.76 0.00職
員
上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 15,167 14,746 17,262 4,359 6,462 0
件
上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0費

総事業費 12 千円 1,235,3882,154,2322,067,362205,673207,251 0
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 14,199,86221,542,32020,673,6202,056,7302,072,510 0
(12÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 158,741 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 19,200 0

特定財源計 18 千円 158,741 0 0 0 19,200 0
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 1,076,6472,154,2322,067,362205,673188,051 0
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）

IP27PAA0



令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 519令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

198,746改築関係工事（環境整備工事、安全対策工事）

1,918初度調弁の支出
主な取組

その他（窓サッシ修繕等 125）

　令和2年8月に環境整備を含む全ての工事が完了しました。

事業実績

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）
　平成26年3月に高円寺地域における新しい学校づくり懇談会を設置し、保護者や学校関係者、地域
関係者の意見を伺いながら教育方針や校名、通学路の安全対策など具体的な検討を進めてきました。事業開始当初から現在
　また、開校に向けた取組や懇談会での意見等について教育委員会ホームページに掲載するとともまでの環境の変化と
に近隣住民や近隣の幼稚園、保育施設にニュース誌を配布して周知を図りました。事業に対する意見（期
　平成28年に東京都中高層建築物紛争の予防と調整に関する条例に基づく説明会及び工事説明会を開待・要望・苦情など）
催したところ、校舎の配置等について一部近隣住民から要望があり、設計変更を実施しました。
　また、抗議活動等に伴い工期を平成31年2月から同年7月へ延長するとともに、新校の開校時期も同
年4月から令和2年4月に変更しました。

　令和2年度の環境整備工事の完了に伴い、本事業は令和2年度をもって終了しました。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

計画（目標値）に対す 　工期を平成31年2月から令和元年7月へ延長し、建設工事は完了しました。環境整備工事は令和2年3
る実績 月に開始し、令和2年8月に完了しました。これにより事業計画が全て完了しました。
（指標の分析等）

評価と課題 　令和元年7月に新校舎が竣工し、新校舎での学校運営を開始した中学部に引き続き、令和2年4月か
らは、小学部及び特別支援学級の学校運営が始まりました。令和2年8月に環境整備工事が完了し、事
業計画が全て完了しました。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 その他・対象外

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 対象外

　令和2年度の環境整備工事の完了に伴い、本事業は令和2年度をもって終了しました。

予算の方向性の理由・
内容

IP27PAA1



令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00756

事務事業名称 07項 目 03 整理番号款 03 事業 008 520富士見丘小・中学校の改築

連絡先 昨年度
現担当課名 学校整備課 係名 教育施設計画係 1698 522整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 投資事業

事業開始 平成29年度 実行計画事業 目標05 施策 27 計画事業 01 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
学校整備課 事業評価区分 一般

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 学校教育法第5条根拠 （１）富士見丘小・中学校の児童生徒、教職員及び学校利用者 法令

等
地方自治法第180条の2（２）

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
設計進捗率（平成30～令和2年度）　工事進「総合計画・実行計画」に基づき、平成28年度に取得し 指標名（１） 捗率（令和3年度～）た企業用地を活用して、富士見丘小学校を移転し隣接す

る富士見丘中学校との一体的整備を図ります。 指標説明

改築検討懇談会開催回数（累計）
指標名（２）

指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○平成30年度　　改築検討懇談会設置・運営

成果指標　　　　　　　　基本計画
○令和元年度　　改築検討懇談会運営 指標名（１）
　　　　　　　　基本設計
○令和2年度　　 実施設計 指標説明
○令和3年度～　 小学校新校舎建設工事
○令和5年度～　 中学校新校舎建設工事 指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
％活動指標（１） 1 100.010 30 30 100 100 10 97.2

回活動指標（２） 2 7 10 11 11 11 11 100.0

成果指標（１） 3

成果指標（２） 4

特記事項事業費 5 千円 5,306 71,484 60,456 99,934 97,132 10,073
○令和元年度の基本設
計に続いて、令和2年（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0 0 0 0
度は実施設計を行った
ため、事業費の増とな（内）委託費 7 千円 4,848 71,229 60,240 99,525 96,755 9,229
っています。

常勤職員数（再任用含） 8 人 1.34 1.15 1.24 0.75 0.68 1.27職
員
上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00数

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 11,291 9,690 10,810 6,539 5,782 10,799
件
上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0費

総事業費 12 千円 16,597 81,174 71,266106,473102,91420,872
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 1,659,7002,705,8002,375,5331,064,7301,029,1402,087,200
(12÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計 18 千円 0 0 0 0 0 0
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 16,597 81,174 71,266106,473102,91420,872
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（14÷12）

IP27PAA0



令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 520令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

81,601富士見丘小学校外2施設改築等工事に伴う基本設計及び実施設計業務委託

6,280富士見丘小学校移転改築及び併設1施設建設工事に伴う事前整地工事
主な取組

3,575富士見丘小学校移転用地における埋蔵文化財確認調査支援委託

2,255富士見丘小学校耐力度調査業務委託

その他（建設事務費等 3,421）

　令和元年度にとりまとめた基本設計に基づき、富士見丘小学校及び中学校の実施設計を完了しまし
た。また、校舎改築工事に先立ち、小学校移転用地の埋蔵文化財確認調査や、小学校現校舎の耐力度
調査を行いました。事業実績

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）
　改築基本計画の策定及び基本・実施設計の進捗に当たって、地域住民や保護者を対象とした説明会
の開催、改築かわら版の発行等を行ったことで、小学校の移転と中学校との一体的整備に係る学校・事業開始当初から現在
地域の方々の理解が進みつつあります。までの環境の変化と

事業に対する意見（期
待・要望・苦情など）

　富士見丘小学校、中学校とも、既存校舎が築50年程度となっており、改築基本計画等に則り、着実
に改築を進めていく必要があります。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

計画（目標値）に対す 　実行計画のとおり、令和元年度・2年度の2か年で基本設計及び実施設計を完了し、令和3年度から
る実績 小学校棟の建設工事に着手できる見込みです。
（指標の分析等）

評価と課題 　平成30年度に策定した改築基本計画を踏まえ、改築検討懇談会との意見交換を行うとともに、地域
住民を対象とした説明会を開催するなど、様々な意見を伺いながら、令和2年度までに設計をまとめ
ることができました。今後は建設工事に着手し、改築基本計画で定めた目指す学校像の実現に取り組
んでいきます。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 拡充

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

　令和2年度までに完了した設計に基づき、令和3年度から小学校棟の、また令和5年度から中学校棟
の建設工事を進めていきます。

予算の方向性の理由・
内容

IP27PAA1



令和 3年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00820

事務事業名称 07項 目 03 整理番号款 03 事業 009 521中瀬中学校の改築

連絡先 昨年度
現担当課名 学校整備課 係名 教育施設計画係 1683 整理番号電話番号

上位施策No・施策名 27学校教育環境の整備・充実 予算事業区分 投資事業

事業開始 令和 2年度 実行計画事業 目標05 施策 27 計画事業 01 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和 2年度
学校整備課 事業評価区分 一般

担当課名

令和 2年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
対象 学校教育法第5条根拠 （１）中瀬中学校の生徒、教職員及び学校関係者 法令

等
地方自治法第180条の2（２）

活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
設計進捗率「総合計画・実行計画」に基づき、令和２年に築60年を 指標名（１）

迎えた中瀬中学校の改築事業を図る。
指標説明

改築検討懇談会開催数
指標名（２）

指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○令和2～3年度　改築検討懇談会設置・運営

成果指標　　　　　　　  基本設計
○令和3～4年度　実施設計 指標名（１）
〇令和4年度　　 仮設校舎建設
○令和5～7年度　新校舎建設工事 指標説明
○令和7～8年度　環境整備工事

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 2年度平成30年度

区分 単位 予算執行率計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績 　　(%)（目標値）
%活動指標（１） 1 66.730 20 70 5.3

回活動指標（２） 2 9 7 0 77.8

成果指標（１） 3

成果指標（２） 4

特記事項事業費 5 千円 78,672 4,169 53,000
　新型コロナウイルス
感染症の影響により検（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0
討開始が3カ月程度遅
れたことから、基本設（内）委託費 7 千円 77,758 3,656 51,956
計委託費及び地盤調査
委託費を令和3年度に常勤職員数（再任用含） 8 人 0.00 3.49 2.75職
繰り越したことなどに員
より予算執行率が90％上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00数 未満となった。

人 常勤職員分（再任用含） 10 千円 0 29,675 23,383
件
上記以外の職員 11 千円 0 0 0費

総事業費 12 千円 78,672 33,844 76,383
(5+10+11)

単位当たりコスト 13 円 2,622,4001,692,2001,091,186
(12÷1)

受益者負担分 14 千円 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0
財
源 その他の補助金等 17 千円 0 0 0

特定財源計 18 千円 0 0 0
（14+15+16+17）

差引：一般財源 19 千円 78,672 33,844 76,383
（12-18）

受益者負担比率 20 ％ 0.0 0.0 0.0
（14÷12）

IP27PAA0



令和 3年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 521令和 2年度　事業実施状況（Ｄｏ）
内　　容 規模 単位 事業費（千円）

7 回 792改築検討懇談会の開催

3,377測量調査
主な取組

その他（ ）

　改築検討懇談会を7回開催し、改築の基本方針や校舎配置の方針などに関する「改築基本設計中間
まとめ」を行いました。

事業実績

令和 2年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）
　当初、改築検討懇談会を令和2年4月から１年間をかけて検討し令和2年度末に基本設計を完了する
予定でしたが、学校の休校や緊急事態宣言が出たことから、開始が7月からとなりました。そのため事業開始当初から現在
、検討懇談会の検討期間を延長することとし、それに伴い、基本設計は令和3年7月頃に完了する予定までの環境の変化と
としました。懇談会では、改築基本方針や校舎配置計画について活発な意見交換を行い、概ね納得を事業に対する意見（期
いただいた方向性を得られています。また、改築ニュースの発行、説明会の開催などにより、改築事待・要望・苦情など）
業について関係者に周知を図り、学校、保護者、地域からは特に反対意見などはなく、理解・協力を
得て進めています。

　新校舎の建設や既存施設の解体等、様々な工事を施工する段階となります。学校や保護者、近隣住
民には、改築事業について一層ご理解いただくよう、丁寧な対応を行うとともに、工事が与える生徒

事業の今後（3～5年）
や近隣住民の生活環境への配慮を行う必要があります。

の予測と方向性

計画（目標値）に対す 　改築検討懇談会の開始が遅れたことから、基本設計の完了予定が遅れたものの、年度末までに配置
る実績 計画の方向性を決めて、中間まとめを策定することができ、地域への説明会も実施しました。
（指標の分析等） 引き続き基本設計の完了に向けて進め、その後の実施設計や仮設校舎の設計を行っていきます。

評価と課題 　新校舎の配置については、様々な意見がありましたが、校庭環境を含めた教育環境の充実や工事期
間中の生徒・学校への配慮などの総合的な観点から改築検討懇談会内の合意形成を図り、西側に校舎
、東側に校庭を配置する計画として基本設計中間まとめを策定することができました。
　新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言や学校臨時休業の中で、検討開始が3カ月程度遅れ
たことから、改築検討懇談会の検討期間を延長し、当初令和2年度末に完了予定だった基本設計期間
を延長しました。
　今後は、基本設計を完了するとともに、教育環境の充実や近隣への配慮事項を実施設計の中で、い
かに具体化するかを検討していきます。

令和 4年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
Ⅰ 事業コストの方向性 拡充

予算の方向性
Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

　引き続き改築検討懇談会の運営及び基本設計の策定を行います。基本設計完了後に、実施設計の検
討や仮設校舎の設計、土壌汚染概況調査などに取り組みます。

予算の方向性の理由・
内容

IP27PAA1


